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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

連結経営指標等 

  

 
(注)１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

  ２ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。 

  ３ 第94期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため、第95期第２四半期

連結累計期間及び第95期第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在

株式が存在せず、また１株当たり四半期純損失を計上しているため記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第95期

第２四半期 
連結累計期間

第95期
第２四半期 
連結会計期間

第94期

会計期間
自 平成20年４月１日
至 平成20年９月30日

自 平成20年７月１日 
至 平成20年９月30日

自 平成19年４月１日
至 平成20年３月31日

営業収益 (百万円) 3,933 1,940 7,460

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 255 △62 945

当期純利益又は 
四半期純損失(△) 

(百万円) △172 △431 648

純資産額 (百万円) ― 32,143 32,902

総資産額 (百万円) ― 598,927 719,011

１株当たり純資産額 (円) ― 904.01 921.57

１株当たり当期純利益 
又は四半期純損失(△) 

(円) △4.84 △12.10 17.66

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 5.4 4.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 165 ― 1,892

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △62 ― △465

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △154 ― △702

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(百万円) ― 2,885 2,937

従業員数 (名) ― 73 70
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事

業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社の状況 

平成20年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員数であります。 

   ２ 人材会社からの派遣社員は( )内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

  

(2) 提出会社の状況 

平成20年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数であります。 

２ 人材会社からの派遣社員は( )内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

従業員数(名)
73
(18) 

従業員数(名)
71 
(17) 
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第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

該当事項はありません。 

  

(2) 受注実績 

該当事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。 
  

 
(注)１ セグメント間の取引については、相殺消去しております。 

  ２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。 

  

(1) 経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間のわが国経済は、米国経済の減速や原材料価格上昇による企業業績の悪化

懸念などから足踏み状態となり、期末にかけては世界的な金融危機の深刻化から、国内景気も後退局面

入りが懸念されました。  

 株式市況についてみますと、ほぼ１万３千円台で推移していた日経平均株価は、９月中旬の米国大手

証券会社の経営破綻を受けて金融不安が一気に台頭、月末にかけては１万１千円台まで下落しました。 

 この間、大阪市場における信用取引買残高は、ほぼ1,300億円を挟む水準で推移した後は、株式市場

の低迷を反映して漸減傾向を辿りました。 

 このような情勢下、証券金融業におきましては、株式市場の低迷により、貸借取引等信用取引向け貸

付残高が減少しましたが、株券レポ取引の拡大に努めるなど、引続き積極的な業務展開を図ってまいり

ました。 

 以上の結果、当第２四半期連結会計期間の連結営業収益は1,940百万円、連結営業損失は137百万円、

連結経常損失は62百万円となりました。また、９月末にかけての株価急落を背景に、証券担保ローンに

おいて多額の貸倒引当金繰入額(特別損失)を計上したことなどから、連結四半期純損失は431百万円と

なりました。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円)

証券金融業 1,894 

不動産賃貸・リース業 46 

合計 1,940 

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態及び経営成績の分析】
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事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

＜証券金融業＞ 

証券金融業におきましては、株式市場の低迷により、貸借取引等信用取引向け貸付残高が減少しま

したが、株券レポ取引の拡大に努めました。この結果、営業収益は1,894百万円、営業損失は157百万

円となりました。 

  

＜不動産賃貸業・リース業＞ 

不動産賃貸・リース業におきましては、営業収益は46百万円、営業利益は13百万円となりました。

  

(2) 財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末の総資産額は598,927百万円と前連結会計年度末に比べて120,083百万円

減少しました。主な要因は、投資有価証券などが増加したものの、借入有価証券代り金や有価証券など

が減少したことによるものです。  

 一方、負債総額は566,783百万円と前連結会計年度末に比べて119,324百万円減少しました。主な要因

は、コマーシャル・ペーパーや短期借入金が減少したことなどによるものです。  

 また、純資産額は32,143百万円と前連結会計年度末に比べて758百万円減少しました。主な要因は、

その他有価証券評価差額金や利益剰余金が減少したことなどによるものです。  

  

(3) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、2,885百

万円と第１四半期連結会計期間末に比べ、894百万円減少しました。 

 当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。 

  

 (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動による資金は、773百万円の支出超となりました。収入の主な内訳は、借入有価証券代り金

の減少額15,256百万円であり、支出の主な内訳は、コール・マネー等の純減少額144,800百万円、税金

等調整前四半期純損失769百万円によるものであります。 

  

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動による資金は、58百万円の支出超となりました。これは、主に無形固定資産の取得による支

出33百万円によるものであります。 

  

 (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動による資金は、63百万円の支出超となりました。これは、主に自己株式の取得による支出45

百万円によるものであります。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新

設、除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

 また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありませ

ん。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  該当事項はありません。  

  

(3) 【ライツプランの内容】 

  該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 94,500,000

計 94,500,000

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成20年11月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 37,000,000 37,000,000

大阪証券取引所 
（市場第一部） 
東京証券取引所 
（市場第一部） 

 

―

計 37,000,000 37,000,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(千株)

発行済株式
総数残高 
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成20年９月30日 ― 37,000 ― 3,500 ― 1,729
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(5) 【大株主の状況】 

平成20年９月30日現在 

 
  

(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成20年９月30日現在 

 
(注) １「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、当社名義の担保保有株式が17,800株（議決権178個）含ま

れております。  

  ２「単元未満株式」欄には、当社所有の自己保有株式41株が含まれております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社だいこう証券ビジネス 大阪市中央区北浜２丁目４番６号 4,299 11.61

株式会社大阪証券取引所 大阪市中央区北浜１丁目８番16号 2,293 6.19

野村ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９番１号 2,000 5.40

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１丁目３番３号 1,666 4.50

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 1,666 4.50

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町２丁目２番１号 1,666 4.50

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 1,665 4.50

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社(信託口) 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,618 4.37

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
(信託口) 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 863 2.33

ノーザン トラスト カンパニー エイブ
イエフシー リ ノーザン トラスト ガン
ジー ノン トリーティー クライアンツ 
（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON 
E14 5NT, UK 
                   
(東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 
  

852 2.30

計 ― 18,591 50.24

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 439,500

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式36,536,400 365,364 ―

単元未満株式 普通株式 24,100 ― ―

発行済株式総数 37,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 365,364 ―
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② 【自己株式等】 

平成20年９月30日現在 

 
  

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注）株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。  

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

（自己保有株式） 
大阪証券金融株式会社 

大阪市中央区北浜二丁目
４番６号 

439,500 ― 439,500 1.18

計 ― 439,500 ― 439,500 1.18

２ 【株価の推移】

月別
平成20年 
４月  ５月

 
６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 292 378 352 305 304 303

最低(円) 250 280 298 278 285 256

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月

１日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けており

ます。 

  

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,585 1,637

有価証券 ※2  46,980 ※2  103,506

営業貸付金 ※3  114,317 ※3  129,985

借入有価証券代り金 302,712 447,896

営業未収金 ※4  68,284 －

その他 4,811 15,055

貸倒引当金 △1,526 △487

流動資産合計 539,166 697,593

固定資産   

有形固定資産 ※1  865 ※1  905

無形固定資産 902 1,025

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  57,719 ※2  19,316

その他 440 171

貸倒引当金 △167 △0

投資その他の資産合計 57,992 19,486

固定資産合計 59,761 21,417

資産合計 598,927 719,011

負債の部   

流動負債   

コールマネー 113,300 123,700

短期借入金 383,200 409,900

コマーシャル・ペーパー 5,000 57,000

貸付有価証券代り金 53,143 78,797

未払法人税等 96 267

賞与引当金 89 93

その他 6,703 10,621

流動負債合計 561,532 680,379

固定負債   

長期借入金 4,500 4,500

退職給付引当金 382 449

役員退職慰労引当金 235 371

その他 133 407

固定負債合計 5,251 5,728

負債合計 566,783 686,108
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,500 3,500

資本剰余金 1,729 1,729

利益剰余金 27,935 28,218

自己株式 △577 △532

株主資本合計 32,588 32,915

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 628 1,059

土地再評価差額金 △1,072 △1,072

評価・換算差額等合計 △444 △13

純資産合計 32,143 32,902

負債純資産合計 598,927 719,011
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業収益 3,933

営業費用 2,287

営業総利益 1,645

販売費及び一般管理費 ※1  1,554

営業利益 91

営業外収益  

受取利息 0

受取配当金 36

持分法による投資利益 86

失念株取扱益 39

その他 3

営業外収益合計 166

営業外費用  

その他 2

営業外費用合計 2

経常利益 255

特別利益  

投資有価証券売却益 232

特別利益合計 232

特別損失  

貸倒引当金繰入額 935

特別損失合計 935

税金等調整前四半期純損失（△） △448

法人税、住民税及び事業税 104

法人税等調整額 △379

法人税等合計 △275

四半期純損失（△） △172
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業収益 1,940

営業費用 1,144

営業総利益 796

販売費及び一般管理費 ※1  933

営業損失（△） △137

営業外収益  

受取利息 0

受取配当金 0

持分法による投資利益 37

失念株取扱益 38

その他 0

営業外収益合計 77

営業外費用  

その他 2

営業外費用合計 2

経常損失（△） △62

特別利益  

投資有価証券売却益 232

特別利益合計 232

特別損失  

貸倒引当金繰入額 938

特別損失合計 938

税金等調整前四半期純損失（△） △769

法人税、住民税及び事業税 98

法人税等調整額 △436

法人税等合計 △337

四半期純損失（△） △431
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純損失（△） △448

減価償却費 219

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,205

賞与引当金の増減額（△は減少） △4

退職給付引当金の増減額（△は減少） △67

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △135

受取利息及び受取配当金 △3,262

支払利息 1,404

持分法による投資損益（△は益） △86

投資有価証券売却損益（△は益） △232

定期預金の純増減額（△は増加） △2,000

有価証券及び投資有価証券の純増減額(△は増加) 22,613

営業貸付金の増減額（△は増加） 15,667

借入有価証券代り金の増減額（△は増加） 145,183

営業未収金の増減額（△は増加） △68,284

コールマネー等の純増減（△） △10,400

短期借入金の純増減額（△は減少） △26,700

コマーシャル・ペーパーの増減額（△は減少） △52,000

貸付有価証券代り金の増減額（△は減少） △25,654

貸借取引担保金の増減額（△は減少） △443

信用サポートローン担保金の増減額(△は減少) 2,900

役員賞与の支払額 △33

その他 △704

小計 △1,262

利息及び配当金の受取額 3,099

利息の支払額 △1,397

法人税等の支払額 △273

営業活動によるキャッシュ・フロー 165

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △26

無形固定資産の取得による支出 △36

その他 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △62

財務活動によるキャッシュ・フロー  

自己株式の売却による収入 0

自己株式の取得による支出 △45

配当金の支払額 △109

財務活動によるキャッシュ・フロー △154

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △52

現金及び現金同等物の期首残高 2,937

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,885
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

【簡便な会計処理】 

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】 

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

該当事項はありません。 
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【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

  

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

第２四半期連結累計期間 

  

 
  

第２四半期連結会計期間 

  

 
  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1,967百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

2,049百万円 

※２ 担保資産 

 担保に供されている資産について、事業の運営に

おいて重要なものであり、かつ、前連結会計年度の

末日に比べて著しい変動が認められるもの 

 有価証券 44,980百万円

 投資有価証券 47,546百万円

※２ 担保資産 

 

 

  

 有価証券 94,997百万円

 投資有価証券 13,808百万円

※３ 顧客向け極度貸付について極度額を定めておりま

す。 

 極度額総額及び貸付未実行残高は次のとおりであ

ります。 

極度額総額 2,906百万円

貸付実行額 1,832百万円

貸付未実行残高 1,074百万円

※３ 顧客向け極度貸付について極度額を定めておりま

す。 

 極度額総額及び貸付未実行残高は次のとおりであ

ります。 

極度額総額 2,724百万円

貸付実行額 2,144百万円

貸付未実行残高 580百万円

※４ 再生債務者であるリーマン・ブラザーズ証券株式

会社からの借入有価証券に対する同社への差入担保

金であります。なお、担保保全措置は講じておりま

す。 

―――――

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要なものは次の

とおりであります。 

 貸倒引当金繰入額 283百万円

 賞与引当金繰入額 89百万円

 退職給付費用 54百万円

 役員退職慰労引当金繰入額 28百万円

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日  
 至 平成20年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要なものは次の

とおりであります。 

 貸倒引当金繰入額 280百万円

 退職給付費用 45百万円

 賞与引当金繰入額 44百万円

 役員退職慰労引当金繰入額 14百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(株主資本等関係) 

 当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１

日 至 平成20年９月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

   該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  
 (2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の

効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの 

   該当事項はありません。 

  

５ 株主資本の著しい変動に関する事項 

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。 

  

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年９月30日)

 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金 3,585百万円

有価証券 46,980百万円

   計 50,566百万円

預入期間が３か月超の定期預金 △2,700百万円

預入期間が３か月超の有価証券 △44,980百万円

現金及び現金同等物 2,885百万円

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 37,000,000

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 1,443,146

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月25日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 110 3 平成20年３月31日 平成20年６月26日

─ 18 ─



(リース取引関係) 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累

計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

所有権移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変

動が認められないため、記載しておりません。 

  

(有価証券関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日) 

時価のあるその他有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、当

該有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に比べて著しい変動

が認められます。 
  

  

 
  

(デリバティブ取引関係) 

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日) 

該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので、注記の対象か

ら除いております。 

  

 その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
差額(百万円)

① 株式 709 1,699 990

② 債券 94,143 94,092 △51

③ その他 ― ― ―

合計 94,853 95,792 939
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

  

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日) 

 
  

当第２四半期連結累計期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

 
  

(注)１ 事業区分は事業内容の実態を勘案して区分したものであります。 

  ２ 各事業の主な売上高 

   (1) 証券金融業…貸付金利息、有価証券貸付料等 

   (2) 不動産賃貸・リース業…不動産、コンピューター、ソフトウェアの賃貸料 

  

【所在地別セグメント情報】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計

期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

   在外子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

当第２四半期連結会計期間(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計

期間(自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日) 

   海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

証券金融業 
(百万円)

不動産賃貸
・リース業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

1,894 46 1,940 ― 1,940

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― 28 28 (28) ―

計 1,894 74 1,969 (28) 1,940

営業利益又は営業損失(△) △157 13 △143 6 △137

証券金融業 
(百万円)

不動産賃貸
・リース業 
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社 
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

3,840 93 3,933 ― 3,933

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― 56 56 (56) ―

計 3,840 149 3,990 (56) 3,933

営業利益 33 44 78 12 91
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(１株当たり情報) 

１ １株当たり純資産額 

  

 
  

２ １株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 

第２四半期連結累計期間 

  

 
(注)１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在せず、また１株当たり四半期純損失を

計上しているため記載しておりません。 

  ２ １株当たり四半期純損失の算定上の基礎 

  

 
  

第２四半期連結会計期間 

  

 
(注)１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在せず、また１株当たり四半期純損失を

計上しているため記載しておりません。 

  ２ １株当たり四半期純損失の算定上の基礎 

  

 
  

当第２四半期連結会計期間末 
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成20年３月31日)

 
904.01円 921.57円

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日  
 至 平成20年９月30日)

１株当たり四半期純損失 △4.84円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円

項目
当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(百万円) △172

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式に係る四半期純損失(百万円) △172

普通株式の期中平均株式数(千株) 35,679

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成20年７月１日  
 至 平成20年９月30日)

１株当たり四半期純損失 △12.10円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円

項目
当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日 
 至 平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(百万円) △431

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式に係る四半期純損失(百万円) △431

普通株式の期中平均株式数(千株) 35,648
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(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

２【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成20年11月11日

大阪証券金融株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大

阪証券金融株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期

間(平成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成

20年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書

及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大阪証券金融株式会社及び連結子会社の平

成20年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  山  田     晃  印 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  岡  本  髙  郎  印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成20年11月11日 

【会社名】 大阪証券金融株式会社 

【英訳名】 Osaka Securities Finance Co.,Ltd. 

【代表者の役職氏名】 取締役社長 堀田 隆夫 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 大阪市中央区北浜二丁目４番６号 

【縦覧に供する場所】 大阪証券金融株式会社 東京支社 

 (東京都中央区日本橋二丁目15番３号) 

株式会社大阪証券取引所 

 (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

株式会社東京証券取引所 

 (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
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当社代表取締役社長堀田隆夫は、当社の第95期第２四半期(自 平成20年７月１日 至 平成20年９月

30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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